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学校法人○○及び学校法人○○合併認可申請書

　学校法人○○学園と学校法人○○学園を合併したいので、私立学校法第126条第３項の規定により認可を受けたく、関係書類を添えて申請します。

[添付書類] 

１　理由書（作成例12）

２　法第126 条第１項及び第２項に規定する手続を経たことを証する書類

３　法第129 条の場合においては，申請者が同条の規定により選任された者であることを証する書類
４　合併契約書

５　合併後存続する法人の寄附行為

６　合併後存続する法人の役員等名簿（作成例４）

７　合併後存続する法人の理事・監事・評議員・会計監査人に関する書類（作成例５、６、９）

（私立学校法に定める資格等に適合することを証する書類、就任承諾書、履歴書添付）

８　合併後２年の事業計画及びこれに伴う予算書（作成例18）

９　合併前の法人の寄附行為

10　合併前の法人の貸借対照表（作成例21）

11　合併前の法人の財産の一覧その他の最近における財産の状況を知ることができる書類（作成例14）

12　不動産の権利の所属についての登記所の証明書類等（作成例16）

13　不動産以外の重要な財産の権利の所属についての銀行等の証明書類

14　不動産その他の主なる財産については，その評価をする十分な資格を有する者の作成した価格評価書（作成例17）

15　校地校舎等の整備の内容を明らかにする図面

①学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面

②校舎その他の建物の配置図

③校舎の平面図

16　存続する法人の設置する私立学校の学則

17　登記事項証明書

【概要】

・学校法人等の合併には、吸収合併と新設合併がある。

①新設合併：合併によって新たな学校法人等を設立する場合

・合併しようとする全ての学校法人等が解散

・学校法人等の設立に関する事務は、各学校法人等が選任した者が共同して行う

②吸収合併：１つの学校法人等が他の学校法人等を吸収して存続する場合

・吸収される学校法人等は解散

・合併する場合、認可が必要である。

【根拠法令】

・私立学校法第126条第３項（準学校法人は同法第152条第６項において準用）

・私立学校法施行規則第48条（準学校法人は同規則第56条において準用））

【留意事項】

１　提出部数は２部

２　専修・各種学校の場合は、「私立学校法第152条第６項で準用する同法第126条第３項」とすること。

３　「合併後３年間」とは、合併認可申請年度の翌年度及び翌々年度及び翌々々年度の３か年をいう。

